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大気の規制及び届出の概要（水銀排出規制編） 
 

 

水銀排出施設や要排出抑制施設を設置する工場・事業場（以下「工場等」という。）に

は、「大気汚染防止法」（以下「法」という。）による規制があります。 

 この手引きは、工場等に関する水銀排出規制及び届出の概要について作成したものです。 

 

１．規制対象地域 

名古屋市全域 

 

２．水銀排出施設（法第2条第14項）※Ｐ２～３一覧表参照 

石炭燃焼ボイラー 

 非金属製造用の精錬・焙焼工程（一次施設） 

 非金属製造用の精錬・焙焼工程（二次施設） 

 焼成炉 

 廃棄物焼却炉 

 石炭ガス化複合発電施設 

 

 

３．要排出抑制施設 

製鉄の用に供する焼成炉（ペレット焼成炉を含む） 

製鋼の用に供する電気炉 

 

※要排出抑制施設とは、規制対象施設以外のうち、我が国において水銀等の排出量が相当程度多い施設で

あって、排出抑制をすることが適当であるものです。 

※要排出抑制施設の設置者は、排出抑制のための自主的取組として、単独又は共同で、自ら遵守すべき基

準の作成、水銀濃度の測定・記録・保存等の排出抑制措置を講ずるとともに、当該措置の実施状況及び

その評価を公表しなければなりません。なお、設置の際に届出の義務はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市環境局 
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４．水銀排出施設及び排出基準（法施行令第3条の5、施行規則第5条の2、別表第3の3） 
項
番
号
※1 

施設の種類 
規制対象規模 

（以下のいずれかに該当するもの） 
施設の使用用途等 

On 
(%) 

排出基準※2 
(μg/m3N) 

備
考 
※ 3 新設 既設 

１ 

石
炭
燃
焼
ボ
イ
ラ
ー 

①小型石炭混焼ボイラー 

重油換算    50L/時以上 

バーナーの燃焼能力10万
L/時未満 
（石炭専焼を除く） 

6 

10 15 

１ 

２ 
②石炭ボイラー 
（上記を除く。） 

バーナーの燃焼能力10万
L/時以上又は石炭専焼 

8 10 

３ 

非
鉄
金
属
製
造
用
の
精
錬
・
焙
焼
工
程(

一
次
施
設)

 

①焙焼炉、焼結炉（ペレッ
ト焼成炉を含む。）及び
煆焼炉／金属の精錬の用
に供する溶鉱炉（溶鉱用
反射炉を含む。）、転炉
及び平炉（③を除く。） 

原料処理能力  １t/時以上 
金属精錬用 
（銅又は金を精錬するも
のに限る。） 

Os 15 30 
３ 
・ 
４ 

②溶解炉（専ら粗銅、粗銀
又は粗金を原料とするも
の、こしき炉及び③を除
く。） 

火格子面積    １㎡以上 
又は 

羽口面断面積  0.5㎡以上 
又は 

重油換算    50L/時以上 
又は 

変圧器定格容量 200kVA以上 

金属の精錬用 
（銅又は金を精錬するも
のに限る。） 

Os 15 30 ５ 

③焙焼炉、焼結炉（ペレッ
ト焼成炉を含む。）、溶
鉱炉（溶鉱用反射炉を含
む。）、転炉、溶解炉（専
ら粗銅を原料とするもの
を除く。）及び乾燥炉 

原料処理能力 0.5t/時以上 
又は 

火格子面積   0.5㎡以上 
又は 

羽口面断面積  0.2㎡以上 
又は 

重油換算     20L/時以上 

銅の精錬用 Os 15 30 14 

４ 

非
鉄
金
属
製
造
用
の
精
錬
・
焙
焼
工
程(
一
次
施
設)

 

①焙焼炉、焼結炉（ペレッ
ト焼成炉を含む。）及び
煆焼炉／金属の精錬の用
に供する溶鉱炉（溶鉱用
反射炉を含む。）、転炉
及び平炉（③を除く。） 

原料処理能力  １t/時以上 
金属精錬用 
（鉛又は亜鉛を精錬する
ものに限る。） 

Os 30 50 
３ 
・ 
４ 

②溶解炉（専ら粗鉛又は蒸
留亜鉛を原料とするも
の、こしき炉及び③を除
く。） 

火格子面積    １㎡以上 
又は 

羽口面断面積  0.5㎡以上 
又は 

重油換算    50L/時以上 
又は 

変圧器定格容量 200kVA以上 

金属の精錬用 
（鉛又は亜鉛を精錬する
ものに限る。） 

Os 30 50 ５ 

③焙焼炉、焼結炉（ペレッ
ト焼成炉を含む。）、溶
鉱炉（溶鉱用反射炉を含
む。）、転炉、溶解炉（専
ら粗鉛又は蒸留亜鉛を原
料とするものを除く。）
及び乾燥炉 

原料処理能力 0.5t/時以上 
又は 

火格子面積   0.5㎡以上 
又は 

羽口面断面積  0.2㎡以上 
又は 

重油換算    20L/時以上 

鉛又は亜鉛の精錬用 Os 30 50 14 

※1 項番号とは、法施行規則別表第３の３の項番号をいう。 

2 既設：平成30年3月31日以前に設置、新設：平成30年4月1日以降に設置。 

ただし既存施設であっても、水銀排出量の増加を伴う大幅な改修（施設規模が５割以上増加する構造変更）をし

た場合は、新規施設の排出基準が適用される。 

3 対応する法施行令別表第１の項番号を示す。 

注1 重油換算とは、液体燃料10L、ガス燃料16㎥、固体燃料16㎏を重油10Lに換算することをいう。 

 2 換算水銀濃度＝（測定水銀濃度）×
（２１ିＯｎ）

（２１ି測定酸素濃度）
 

   On：排出ガス中の標準酸素濃度、0s：排出ガス中の酸素濃度（20％を超える場合は20％とする。） 

  Onの欄に「Os」とある施設は、標準酸素濃度への換算（上記式の補正）は行わない。 

熱源として、電気を使用する施設については、標準酸素濃度補正は行わない。 

 3 この手引きにおいて、気体の体積(㎥)は、温度が零度であって圧力が1気圧の状態における量に換算したものを

いう。ただし、特段の記載がある場合を除く。 

  



3 
 

項
番
号 

施設の種類 
規制対象規模 

（以下のいずれかに該当するもの） 
施設の使用用途等 

On 
(%) 

排出基準 
(μg/m3N) 

備
考 
※5 新規 既設 

５ 

非
鉄
金
属
製
造
用
の
精
錬
・
焙
焼
工
程(

二
次
施
設)

 

①焙焼炉、焼結炉（ペレット
焼成炉を含む。）、煆焼炉、
溶鉱炉（溶鉱用反射炉を含
む。）、転炉及び平炉（③及
び⑤を除く。） 

原料処理能力  １t/時以上 

金属の精錬用 
（銅を精錬するものに
限る。） 

Os 

50 300 
３ 
・ 
４ 

金属の精錬用 
（鉛又は亜鉛を精錬す
るものに限る。） 

50 400 

②溶解炉（専ら粗銅、粗鉛又
は蒸留亜鉛を原料とするも
の、こしき炉並びに③、④及
び⑤を除く。） 

火格子面積    １㎡以上 
又は 

羽口面断面積   0.5㎡以上 
又は 

重油換算    50L/時以上 
又は 

変圧器定格容量 200kVA以上 

金属の精錬用 
（銅を精錬するものに
限る。） 

Os 

50 300 

５ 
金属の精錬用 
（鉛又は亜鉛を精錬す
るものに限る。） 

50 400 

③焙焼炉、焼結炉（ペレット
焼成炉を含む。）、溶鉱炉（溶
鉱用反射炉を含む。）、転炉、
溶解炉（専ら粗銅、粗鉛又は
蒸留亜鉛を原料とするものを
除く。）及び乾燥炉（⑤を除
く。） 

原料処理能力  0.5t/時以上 
又は 

火格子面積    0.5㎡以上 
又は 

羽口面断面積   0.2㎡以上 
又は 

重油換算    20L/時以上 

銅の精錬用 

Os 

50 300 

14 

鉛又は亜鉛の精錬用 50 400 

④溶解炉 
重油換算    10L/時以上 

又は 
変圧器定格容量  40kVA以上 

鉛の二次精錬用（鉛合
金の製造を含まない。） 

Os 50 400 24 

⑤焙焼炉、焼結炉、溶鉱炉、
溶解炉及び乾燥炉 

原料処理能力  0.5t/時以上 

亜鉛の回収用（製鋼の
用に供する電気炉から
発生するばいじんであ
って、集じん機により
集められたものからの
亜鉛の回収に限る。） 

Os 50 400 ※1 

６ 

焙
焼
工
程(

二
次
施
設)

 

非
鉄
金
属
製
造
用
の
精
錬
・ 

 

①焙焼炉、焼結炉（ペレット
焼成炉を含む。）、煆焼炉、
溶鉱炉（溶鉱用反射炉を含
む。）、転炉及び平炉 

原料処理能力  １t/時以上 
金属の精錬用 
（金を精錬するものに
限る。） 

Os 30 50 
３ 
・ 
４ 

②溶解炉（専ら粗銀又は粗金
を原料とするもの及びこしき
炉を除く。） 

火格子面積    １㎡以上 
又は 

羽口面断面積   0.5㎡以上 
又は 

重油換算    50L/時以上 
又は 

変圧器定格容量 200kVA以上 

金属の精錬用 
（金を精錬するものに
限る。） 

Os 30 50 ５ 

７ 焼成炉 

火格子面積    １㎡以上 
又は 

燃焼能力    50L/時以上 
又は 

変圧器定格容量 200kVA以上 

セメント製造用 10 50 80※2 ９ 

８ 

廃
棄
物
焼
却
炉 

①一般廃棄物焼却炉、産業廃
棄物焼却炉、下水汚泥焼却炉
（専ら排出事業者が設置する
廃油焼却施設であって、原油
精製工程から排出された廃油
以外を取り扱うものを除く。） 

火格子面積    ２㎡以上 
又は 

焼却能力   200kg/時以上 
廃棄物焼却炉 12 30 50 13 

９ 

複
合
発
電
施
設 

石
炭
ガ
ス
化 

ガスタービンのうち石炭をガ
ス化して燃焼させるもの 

燃料燃焼能力 
重油換算    50L/時以上 

石炭ガス化複合発電施
設 

16 8※6 10※6 29 

10 

廃
棄
物
焼
却
炉 

②廃棄物焼却炉のうち、水銀
回収義務付け産業廃棄物※3又
は水銀含有再生資源※4を取り
扱う施設（加熱工程を含む施
設に限る。） 

全て 
（施設規模による裾切りはな
し。） 

廃棄物焼却炉 12 50 100 13 

※1 ダイオキシン特別措置法施行令別表第１号第３項に対応 
2 原料とする石灰石の水銀含有量が1ヶ月当たり0.05mg/kg以上であるものについては、石灰石の水銀含有量が連続

した4ヶ月について1ヶ月当たり平均0.05mg/kg未満となるまでの間、140μg/m3である。 
3 水銀回収義務付け産業廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令で規定されている。 
4 水銀含有再生資源は、水銀による環境の汚染の防止に関する法律で規定されている。 
5 対応する法施行令別表第１の項番号を示す。 
6 既設：令和7年9月30日以前に設置、新設：令和7年10月1日以降に設置。  
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５．水銀排出施設における水銀濃度の測定等（法第18条の35、法施行規則第16条の18等） 

○測定対象 

全水銀（ガス状水銀及び粒子状水銀） 
粒子状水銀については、一定の条件※を満たせば、ガス状水銀の濃度をもって全水銀の濃度とみ

なすことができる。ただし、この場合であっても、３年に１度は粒子状水銀の測定は必要。 

○測定方法及び測定方式 

平成28年環境省告示第94号に定める方法によるバッチ測定又は連続測定※ 

○測定頻度 

施設区分 測定頻度 

排出ガス量が４万m3/時以上の施設 ４か月を超えない作業期間ごとに１回以上 

排出ガス量が４万m3/時未満の施設 ６か月を超えない作業期間ごとに１回以上 

専ら銅、鉛、亜鉛の硫化鉱を原料とする乾燥炉 
年１回以上 

専ら廃鉛蓄電池又は廃はんだを原料とする溶解炉 
※ 水銀排出施設のうち以下の施設は、定期測定及び再測定に代えて、環境大臣が定める測定法のうち、

水銀濃度を連続的に測定することが可能な方法（連続測定）により行うことができる。  
① 規則別表第３の３の３の項に掲げる施設（銅又は工業金の一次精錬の用に供する施設） 
② 規則別表第３の３の４の項に掲げる施設（鉛又は亜鉛の一次精錬の用に供する施設） 
③ 規則別表第３の３の５の項に掲げる施設（銅、鉛又は亜鉛の二次精錬の用に供する施設） 
④ 規則別表第３の３の６の項に掲げる施設（工業金の二次精錬の用に供する施設） 
⑤ 規則別表第３の３の８の項に掲げる施設のうち、 
 ・大気汚染防止法施行令別表第１の13の項に掲げる廃棄物焼却炉であって廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律第２条第２項に規定する一般廃棄物を処理する施設 
 ・廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項に規定するごみ処理施設（焼却施設に限る） 
 

○記録の保存 

 ３年間保存する。 
※粒子状水銀濃度の測定を省略できる条件は、連続する３年の間継続して以下のいずれかを満たす場合  
① 粒子状水銀濃度が、ガス状水銀の定量下限未満  
② 測定結果の年平均（注）が50μg/m3未満である施設のうち、各測定結果において、水銀濃度に対する

粒子状水銀の濃度が５％未満  
③ 測定結果の年平均（注）が50μg/m3以上である施設のうち、各測定結果において、水銀濃度に対する

粒子状水銀の濃度が５％未満、かつ、粒子状水銀の濃度が2.5μg/m3未満  
（注） 連続する１年の間の定期測定の結果を平均して算出した値。再測定を行った場合は、再測定の結

果（「定期測定及び３回以上の再測定」のうち、最大値・最小値を除く全ての結果の平均値）を用い
て、年平均値を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 
届出・ご相談・お問い合わせ先 

市外局番（０５２） 

西区公害対策課 

（担当区：東・北・西・中村・中） 

西区花の木二丁目18-1 

（西区役所５階） 

☎ ５２３－４６１３ 

FAX ５２３－４６３４ 

港区公害対策課 

（担当区：熱田・中川・港） 

港区港栄二丁目2-1 

（港保健センター３階） 

☎ ６５１－６４９３ 

FAX ６５１－５１４４ 

南区公害対策課 

（担当区：瑞穂・南・緑・天白） 

南区前浜通3-10 

（南区役所２階） 

☎ ８２３－９４２２ 

FAX ８２３－９４２５ 

名東区公害対策課 

（担当区：千種・昭和・守山・名東） 

名東区上社二丁目50 

（名東区役所１階） 

☎ ７７８－３１０８ 

FAX ７７８－３１１０ 

名古屋市環境局地域環境対策部大気環境対策課  ☎ 972-2674（直通） FAX 972-4155   

届出書等は名古屋市公式ウェブサイト（https://www.city.nagoya.jp/）からダウンロード 
できます。 
（事業向け情報→ごみ・環境保全→申請書・届出書ダウンロード→ 環境保全に関する法 
律・条例等の届出書・申請書(総目次)→大気関係） 

環境保全・省エネルギー設備資金融資について 

名古屋市では、中小企業の方々が、公害の防止その他の環境保全対策を実施する

ために必要な資金を長期かつ低金利で融資する「環境保全・省エネルギー設備資金
融資」を実施しています。この融資を受けられた方には、支払った利子に対して、
名古屋市が全額または半額の利子補助を行います。 

詳しくは環境局大気環境対策課（☎９７２－２６７４）までお問い合わせください。 

環境保全 手引き 

（R7.10） 

http://#

